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1963年 3 月	 兵庫県立高砂高等学校	卒業
1964年 4 月	 神戸大学法学部入学
1968年 3 月	 神戸大学法学部	卒業（法学士）
1968年 4 月	 神戸大学大学院法学研究科（私法専攻）入学
1973年 3 月	 神戸大学大学院法学研究科（私法専攻）修了（法学修士）
1973年 4 月	 神戸大学大学院法学研究科博士後期課程（私法専攻）進学
1976年 3 月	 神戸大学大学院法学研究科博士後期課程（私法専攻）単位取得
1977年 2 月	 神戸大学大学院法学研究科博士後期課程（私法専攻）退学
1977年 2 月	 熊本大学法文学部	専任講師（1981年12月まで）
1981年 1 月	 熊本大学法学部助教授（1987年 3 月まで）
1987年 4 月	 姫路獨協大学法学部教授（1997年 3 月まで）
1993年 5 月	 博士（法学）（神戸大学）
1997年 4 月	 大阪学院大学法学部教授（2001年 3 月まで）
2001年 4 月	 早稲田大学法学部教授（2014年 3 月まで）
2003年 4 月	 デュッセルドルフ大学法学部、放送大学（ハーゲン）、ハンス・
ベックラー財団客員研究員（2004年 3 月まで）































「『企業自体』の理論について（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ・完）」六甲台論集22巻 4 号80─88頁、23巻 1







































─」姫路法学 8号 1 ─53頁（1991年）
「ヨーロッパ株式会社法について─1989年規則案と経済・社会評議会の意見─」姫
















































254　　早法 90 巻 3 号（2015）




































































































































































新山雄三（著）『会社法の仕組みと働き（第 4 版）』法学セミナー52巻 1 号115頁（2007
年）
（ 4）辞　典
河本一郎＝中野貞一郎（編集代表）『法律用語小辞典（新版）』（有斐閣、1993年）
河本一郎 =今井宏＝森田章（編著）『会社法辞典』（中央経済社、1994年）
國井和郎＝三井誠（編集代表）『ベイシック法学用語辞典』（有斐閣、2001年）
（ 5）意　見
「商法改正中間試案に対する早稲田大学教授の意見」（構成員の一人として。以下同じ）
早稲田法学77巻 2 号301─321頁（2002年）
「『商法施行規則の一部を改正する法務省令案』に対する早稲田大学教授の意見」早稲田
法学78巻 4 号237─242頁（2003年）
「会社法施行規則案等法務省令案に対する早稲田大学教授等意見」早稲田法学82巻 2 号
201─223頁（2007年）
「『会社法制の見直しに関する中間試案』に対する早稲田大学教授意見」早稲田法学87巻	
4 号339─351頁（2012年）
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（ 6）条文解説
大隅健一郎＝戸田修三＝河本一郎（編）『判例コンメンタール11上：商法Ⅰ上　会社
（ 1）増補版』（三省堂、1983年）（昭和56年改正条文の解説を担当）
大隅		健一郎＝戸田修三＝河本一郎（編）『判例コンメンタール11下：商法Ⅰ下　会社
（ 2）増補版』（三省堂、1983年）（昭和56年改正条文の解説を担当）
Ⅵ　学会報告・講演など
「西ドイツにおける監査役員の守秘義務」（日本私法学会、1978年10月）私法41号66─69
頁（1979年）
「取締役の違法行為に対する株主の差止請求権」（シンポジウム　株主の経営監督機能）
判例タイムズ872号28─32頁（1995年）
「EUにおける従業員の情報入手権および協議権」（日本EC（EU）学会、1995年11月）
「Praxis	und	rechtlicher	Rahmen	der	Hauptversammlung	in	Japan」Deutsch ─
Japanische	Juristenvereinigung	e.V.,	Stuttgart	am	23.	März	2004
「EUのコーポレート・ガバナンス」（日本EU学会、2005年11月）
「EUにおける資本移動の自由について」（日・EUフレンドシップウィーク・シンポジ
ウム「EUとグローバル・ガバナンス」早稲田大学現代政治経済研究所・EU研究所　
2008年 5 月16日）
「ドイツのコーポレート・ガバナンスと労働者の共同決定制度」（日本監査役協会（関西
支部）、2010年 4 月）（参照、http://www.kansa.or.jp/support/el009_110729.pdf）
「Is	Japan	governed	by	the	rule	of	law?	─	The	process	of	enactment	and	substance	of	
the	Companies	Act	2005	─」Workshop	at	the	University	Bonn,	Waseda	University	
Day,	7.	December	2011.
Ⅶ　博士論文
「共同決定法と会社法の交錯」（成文堂、1990年（上掲）・神戸大学　博士（法学）1993
年）（参照、http://www.law.kobe─u.ac.jp/hakushi/masai.pdf）
